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はじめに
　社会経済的に恵まれない、脆弱な人々に健
康問題が集積している1。社会階層と健康問
題―いわゆる健康の社会格差―を研究するう
えで、収入・所得、教育と並んで重要な指標
とされているのが雇用（職業）の課題である。
本稿では、主にわが国における雇用と健康格
差に関する知見と雇用の課題が健康格差を生
むメカニズムを整理するとともに、わが国に
おける雇用環境の推移を振り返り、雇用と健
康格差の要因と格差解消のためのヒントにつ
いて考えてみたい。

諸外国における従来の知見
　職種、職業上の地位、企業規模、産業、雇
用形態、就業の有無・失業など、雇用に関す
る指標は多いが、諸外国では、いずれの指標
でも、階層が低いとされるグループに健康問
題が集積するという知見が大勢を占めてい
る。英国およびウェールズでは、職業階層が
専門職→管理職・技術者→熟練肉体労働者
→半熟練労働者→非熟練労働者のように分
類されているが、男性を対象とした研究で、
矢印の向きに階層が低くなるほど、全死因、
脳卒中や心筋梗塞、自殺による死亡の割合が
高いことが示されている2。同一職種である
公務員を対象とした研究でも、職業上の地位
が下がるにつれ、心筋梗塞などのリスクが男
女ともに増加することが観察されている3。
　非正規労働者は正規労働者に比較して、
心理的に不健康な状態に陥りやすく、死亡率
も高い傾向が示されている4, 5。就業できない
こと、もしくは、失業によって総死亡のリス
クが上昇すること6、長期に職に就けないこ

とが自殺のリスクを高めることが示されてい
る7。職に就いていない者は、就業者に比較
して心理的健康状態が悪いことや8、がん検
診の受診率が低いことが示されている9。職
に就いていないことによる心理的な不調は、
女性やホワイトカラーより男性やブルーカラ
ーにおいて高頻度で、職に就いていない時期
が長引くほど予後が悪い。一方で、安定した
職についていると、就業生活を制限するよう
な疾病の発症リスクを抑え、回復を高めるこ
とも示されている10。
　近年、職業上の地位が低いことや、就業時
に経済的困窮に陥ったり、不安定な雇用環境
を経験したりすることが退職後の健康問題と
関連することについての報告が出されてい
る。退職後の健康問題は、死亡を含む身体的
疾患、認知症、主観的な健康度など広範な健
康問題に及んでいる11, 12。

わが国における知見
　わが国においても、男性ブルーカラーはホ
ワイトカラーに比較して総死亡リスクが高い
ことが観察されている13。大規模な横断研究
で、従業員49人以下の小規模の事業場では、
50人以上の事業場に比較して、男性の血圧、
耐糖能異常、肥満の有所見率が多いことが示
されている14。また、自営業の男性は被雇用
者に比べて脳血管疾患による死亡リスクが高
いこと15、自営業の女性で問題飲酒の頻度が
多いことが観察されている16。
　男性および未婚女性の非正規労働者は、重
篤な心理的不調を発症するリスクが高いこと
が示されている17。中年期の女性を追跡した
研究では、パートタイム労働者と自営業者が、
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フルタイム労働者に比較して死亡率が高いこ
とが示されている18。
　必ずしも欧米の知見と一致しない、わが国
特有のパターンもみられている。管理職およ
び専門職の死亡率が1990年代後半から増加し
ていることが、職業別人口動態統計の死亡デ
ータおよび国勢調査の職業別人口データを用
いた研究で確認されている19。自殺による死
亡率は、職種を問わず2000年を境に増加して
いたが、とくに、管理職と専門職で増加幅が
大きかった20。従業員規模300-999人の中規
模以上に勤める男性労働者は、小規模（従業
員規模1-29人）の男性労働者に比べて心理的
に不健康であることが示されている21。
　女性労働者について、女性の管理職は非
管理職に比べて死亡リスクが高いことが観察
されている13。女性管理職においてメンタルヘ
ルス不調の割合が高いことも示されている22。

メカニズム
　職業階層が労働者の健康に影響するメカニ
ズムの一つに、劣悪な就業環境への暴露の程
度に差があることが挙げられる。ブルーカラ
ー労働者は、その業務と関連して、暑熱や騒
音、有害な化学物質などに曝されやすい23。
後述する職業性ストレスも、職業階層の低い
グループに高頻度に観察される24。
　中小企業従業員12,625人を対象とした調査
で、職業階層が低いグループは、喫煙、大量
飲酒、肥満、高血圧といった保健行動や健康
診断所見が好ましくないことが示されている25。
国民生活基礎調査のデータで行われた検討
でも、男女ともに下位の職業階層のグループ
が好ましくない保健行動をとっている26。大
企業に勤める労働者はがん検診の受診率が
高い27。一方で、事業場規模が小さくなるほど、
喫煙者の割合が高く14、問題飲酒者の割合が
高い16。非正規労働者は正規労働者に比べて
健康診断を受けておらず、喫煙率が高いこと
が観察されている21, 28。
　事業場規模が小さくなると産業保健サービ
スへのアクセスが悪くなる。産業保健サービ
スの提供は企業規模に大きく依存しており、
小規模、零細企業では産業保健活動が十分
でない29。
　自分の雇用は安定していない、もしくは、
職を失う危険があると認識している労働者
は、そうでない労働者に比べて、メンタルヘ

ルス不調のリスクが高い。収入が低い労働者
は、収入が高い労働者に比べてメンタルヘル
ス不調の頻度が高いが、雇用の安定性を考慮
に入れた解析を行うと、収入とメンタルヘル
ス不調の関連性が弱くなることが観察されて
いる30。海外では、雇用を守るセイフティネ
ットの導入が経済危機に続く労働者のメンタ
ルヘルス不調増悪の予防に有効であることが
示されている31。
　暑熱や化学物質などに曝される機会の少な
いホワイトカラー間にも職業階層間の健康格
差が観察されている。その要因の一つがスト
レスである。職位の低いグループが職業性ス
トレスの影響を強く受けることや、職位の高
いグループと低いグループの間で観察される
健康格差が、それぞれのグループに特徴的な
ストレスで説明されることが指摘されてい 
る32。2000年以降の管理職、専門職における
健康問題の悪化は、バブル崩壊後の経済状
況の悪化に関連する、管理職・専門職におけ
る仕事量の増加やストレスなどの影響が考察
されている19。

わが国の雇用環境の推移と健康格差のトレンド
　いわゆる日本型雇用制度―終身雇用・年功
序列型賃金、企業別組合―は、高度成長期
に確立した。労働需要の急増は、労働力確保
のために中小企業の賃金を押し上げ、全体と
して賃金格差が縮小した33。長期的な融資で
企業の発展を図るメインバンク制に支えられ
た企業は中長期的な経営戦略を描いた。経済
成長も後押しした安定した雇用と年功序列
は、同世代の競争を回避させ、労働者に雇用
に関する安心感を持たせた。企業レベルでは、

「企業は人なり」、「丸抱え」といった事業者
のマインドと、これに対応する労働者の組織
への献身的なコミットメントが日本の雇用関
係の特徴として特筆されていた。
　バブル期には、人手不足を補うための大量
雇用が行われた。引き続く景気後退の中で次
世代の雇用が縮小し、部下のいないバブル期
入社世代は、多くがプレイングマネジャー化
して労働負荷が増加し、昇進機会が減少（同
世代間の競争）するといった状況が出現した。
バブル崩壊後の景気低迷期には、大企業の従
業員でもリストラの対象となるようになり、
成果主義が導入されるようになった。経済の
グローバリゼーションが進む中、社員本位か
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ら、短期的な利益追求を目指す株主志向型の
マネジメントスタイルに移行していった。
1995年の日経連の「新時代の『日本的経営』」
以来、生涯雇用の見直しが行われ雇用の流動
化が加速し、正規雇用と非正規雇用という二
極化が進んだ。男性の雇用状況が向上した（日
雇い比率が低下した）1960 ～ 1970年代、女
性の非正規労働者が増加し低賃金層を形成
していた。1985年に男女雇用機会均等法が制
定される前に二極化の波に飲み込まれ、非正
規雇用の多くを女性労働者が占めるようにな
った。企業別組合が足並みをそろえていた春
闘は、賃金格差を縮小化する装置として機能
していたが、非正規労働者の増加もあって組
合員数が減少するなか、雇用不安は、組合活
動の方向を、ベア要求から労働者（正社員）
の雇用保護に向かわせる要因となった。
　高度成長期から２度のオイルショックを経
て経済の安定期に入った1980年ごろ、男性労
働者の間には、下位の職業に総死亡率が高く、
専門職や管理職は、少数の例外を除いて、ど
の年代でも死亡率がもっとも低いという健康
格差がみられていた34。この格差は、バブル
期を含む1990年代前半まで縮小した。すべて
の職業で年齢調整死亡率が低下する中、1995
年から2000年にかけて管理職および専門的・
技術的職業従事者における平均寿命の伸び
悩み傾向が観察され35、2000年には管理職や
専門職の自殺死亡率が他職種を逆転してもっ
とも高くなった19。
　Hiyoshiらは、1986年から2007年までの8ウ
ェイブにわたる国民生活基礎調査結果を利用
し、従来の日本標準職業分類に、正規、非正
規、自営業といった雇用形態を組み合わせた
分類36で、職業階層と自覚的な健康度との関
連を検討した。年齢を調整した自覚的な健康
度は、男女ともに非正規を含む職業階層で一
貫してもっとも悪かった。自覚的な健康度の
格差は、1980年代後半から1990年代初・中ご
ろまで縮小したが、その後年を追って拡大し
た37。2000年以降、自覚的の健康度や医師受
診回数などでとらえた健康指標が、労働者全
般に悪化していることが観察され、その要因
として、非正規労働者の増加があると考察さ
れている38。
　直接的な関連を見たものではないが、わが
国がたどった雇用環境と労働者の健康格差－
管理職や非正規労働者に観察された健康リス

クの増悪－の推移は符合している。上の記述
は、雇用環境と労働者の健康の一側面を切り
取って概観したに過ぎない。社会、経済の変
化とその健康影響は複雑で、必ずしも景気の
善し悪しが労働者の健康を決定するわけでは
ない。たとえば、多くの国民が高度成長を謳
歌した1970年代当初には、その陰で、長時間
労働による健康問題（過労死）の萌芽がみら
れていた39。1980年代後半、過労死は社会問
題化する。ただ、長時間労働の要因には変化
が見られ、川人は、バブル期までは成功を求
めて長時間働いていたものが、その後の景気
低迷期は、職を失わないために働き続けなけ
ればならない状況に変わっていったことを指
摘している40。

健康格差解消のヒント
　階層が異なる集団の健康状態が異なること
のメカニズムの解明は、健康格差解消の対策
につながる。社会経済的に弱い立場にある労
働者に、好ましい保健行動をとれるように導く
環境整備や健診へのアクセスをよくする施策を
重点的に行うことは合理的な方策である41。職
業階層を変えることはできないが、劣悪な就
業環境や有害物質対策により健康障害を予防
することは企業レベルで対応が可能である。
職業性ストレスモデルに基づいて職場環境を
改善することでメンタルヘルス対策が進むと
いう知見は集積している42。このような施策
を進めるためには、小規模事業場で産業保健
サービスへのアクセスをよくしていかなけれ
ばならない。
　顕在化している正規、非正規労働者間の健
康格差への対策が必要である。総務省の労
働力調査（2018年）によると、役員を除く雇
用者5,696万人のうち、非正規の職員・従業
員は2,120万人となっており全雇用者の4割に
届こうとしている。このうち男性も669万人

（男性の雇用者中22%）と増加傾向にある。
もはや正社員中心で成り立っている制度は通
用しなくなっている。日本は、職を変えるこ
とが当たり前ではない社会であった43。職を
失うこと、職に就けないことについてのセイ
フティネットは十分でないまま、雇用の不安
定性が増加し、流動性が進みつつある。雇用
に関連するセイフティネットを構築する必要
がある。
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おわりに
　職業上の地位のみならず、雇用の有無や不
安定性、増加している非正規雇用が健康格差
の要因となっている。労働者が生活の不安を
感じることなく事業にコミットできる環境を
つくることは、健康格差解消のみならず、す
べての働く人たちの健康に寄与する可能性が
ある。社会保障や産業保健の制度を含めて従
来の正社員中心の考え方から脱却して対策を
考えていく必要がある。雇用関係に関して、
経営側には均等・均衡な待遇、労働側には非
正規労働者の組織化を進めていくことは、こ
うした対策に沿うものと思われる。
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